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Waseda Vision 150 政治経済学術院の将来構想の進捗状況報告

１．2018 年度報告

（１）入試関連（Waseda Vision 150核⼼戦略１関連）

－2020年度を⾒据えた各学部・研究科における⼊試制度改⾰の実施状況等－

政治学・経済学の近年の発展に鑑み、⾼等学校での標準的な教育全体の成果を評価することが必要

と考え、また、知識・技能だけでなく思考⼒・判断⼒・表現⼒等を多⾯的・総合的に判断する仕組

みへの変換を図るべく、以下の通り 2021年度学部⼀般⼊試改⾰の概略を決定し公表した。

・一般入試改革の方向性

⼤学⼊学共通テスト、英語外部検定試験、学部独⾃試験（⽇英両⾔語による⻑⽂を読み解いた

うえで解答する形式）の合計点により選抜する⽅式に変更する。

・一般入試改革の内容

(1)試験内容（政治学科・経済学科・国際政治経済学科共通、合計 200 点満点）

1) 大学入学共通テスト（100点）

以下 4科目を 25点ずつに換算する。

① 外国語（以下いずれか1つを選択）

・英語（リスニングを含む） ・独語 ・仏語

② 国語

③ 数学Ⅰ・数学Ａ

④ 選択科目（以下いずれか 1つを選択）

・地理歴史「世界史 B」「日本史 B」「地理 B」から 1科目

・公⺠ 「現代社会」「倫理」「政治・経済」「倫理、政治・経済」から1科目

・数学 「数学Ⅱ・数学 B」

・理科 「物理基礎」「化学基礎」「⽣物基礎」「地学基礎」から 2 科目

あるいは「物理」「化学」「⽣物」「地学」から 1 科目

2) 英語外部検定試験および学部独自試験（100点）

・英語外部検定試験は、大学入学共通テストで活用されるものを採用する。30点満点とす

る。

・学部独自試験は 1科目のみを 90分間で実施する。なお、⽇英両⾔語による⻑⽂を読み解

いたうえで解答する形式とし、記述解答を含む。70点満点とする。

(2)募集人数

○一般入試：300名（政治学科 100 名、経済学科 140名、国際政治経済学科 60名）とする。

※従来 450 名（政治学科 150名、経済学科 200 名、国際政治経済学科 100名）であったが、

以外者入試および英語学位プログラム入試の募集人員とより厳密な整合性を取るため。

○「⼤学⼊学共通テスト」を利⽤した⼊試：従来から実施している⼤学⼊試センター試験利⽤

入試を 2021年度以降も上記名称として引き続き実施する。50名（政治 15名、経済 25名、

国際 10名）とする。※従来 75名（政治学科 25名、経済学科 35名、国際政治経済学科 15

名）

・2019年度⼀般⼊試における解答の公表
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（２）教育関連（Waseda Vision 150核⼼戦略２、３、４関連）

－グローバルリーダー育成にむけた、各学術院・学院・学校における取り組み状況等－

以下のとおり、学部の新カリキュラムを決定した。

・2019 年からの新カリキュラムの骨子

学部の基本理念である Philosophy, Politics, and Economics（PPE）に⽴ち返り、学科の違いを超

えて、全学⽣に公共哲学・政治学・経済学の基礎を履修させ、その後学科ごとに特徴あるカリキュ

ラムを提供することにした。また日本語学位プログラムと英語学位プログラムとの一体的運用をさ

らに進めるため、科目の日英ハイブリッド化を徹底することにした。

→３学科共通必修科目の設定(政治学および経済学の⼊⾨科⽬、統計学などの⽅法論科⽬)。

→１つの科目を日本語と英語の両言語で実施(設置科目、必要単位数、必修科目、科目区分を一部

の例外を除き共通化)。

→国際政治経済学科の再定位(PPE の学部全体への拡大により、国際政治経済学科を政治学・経済

学の双学位プログラムと定義し直し、政治学と経済学の必要単位数と必修科目で政治学科および経

済学科と差別化)。

→国際政治経済学科の再定位に伴い専門科目群を政治学科目群と経済学科目群へと再構成(国際政

治経済学科目群を廃止し、政治学科目群および経済学科目群との重複を解消)。

→学科目の 5カテゴリーへの再構成(政治学、経済学、分析⼿法・⽅法論、演習、グローバル科⽬)。

→科⽬配当年次の廃⽌(コースナンバーによる入門科目、中級・基礎科目、上級・専門科目へのレ

ベル分けの徹底)。

→外国語を用いて政治学と経済学を学ぶ科目(外国語地域副専攻の体系的科目)の設置。

→クォーター制もこれまで以上に利⽤。

・政経オナーズプログラム(学部３年＋⼤学院３年で博⼠学位修得)

→大学院との連携による積極的活用。

→大学院教育、研究者養成の推進。

オナーズプログラム⼤学院進学者に「政治経済学術院奨学資⾦(政経スカラシップ)」を給付。

・国際公募型教員採用の導入

→原則、国際公募を実施。

→テニュアトラック制の積極的導入。

・大学院(政研、経研、公共経営専攻、ジャーナリズムコースなど)の再構築

・教員の教育・研究時間の確保のため、１人の持ちコマが学部大学院を通じて5.5 コマ程度になる

ように調整を図ることとした。
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（３）研究関連（Waseda Vision 150核⼼戦略７、９関連）

－研究の国際展開のための戦略策定に向けた取り組み状況等－

・全学的プロジェクトへの参画

→Asian Future Leaders Scholarship Program(百賢教育基⾦會)の運営・実施。

→⽂部科学省｢⼤学の世界展開強化事業(日中韓キャンパスアジア)｣(2016〜2020)の採択・活動を本格化、大

学本部との密接な連携のもと事業展開の強化。

→⽂部科学省｢⼤学⼊学者選抜委託事業(高大接続委託事業)｣(2016〜2018)の採択・活動の本格化・報告

書の取りまとめ。

→⽂部科学省｢スーパーグローバル⼤学創成⽀援事業(SGU)｣実証政治経済学拠点における招聘教員によるセミナ

ー・授業の継続的実施。

→⽂部科学省｢スーパーグローバル⼤学創成⽀援事業(SGU)｣グローバルアジア研究拠点の採択・活動開始、セミナ

ー・事業の継続的実施。

・現代政治経済研究所での研究活動の活発化

→研究⼒、研究成果 PR のための情報発信を推進(ＨＰのリニューアルの開始)。

→SGU事業などと連携したイベントの主催、共催。

→研究会、ワークショップなどの頻繁な開催。
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（４）国際関連（Waseda Vision 150核⼼戦略８関連）

－派遣留学、留学受⼊促進に向けた環境整備への取り組み状況等－

・在学中のどの期間に海外留学してもゼミ登録等で不利益の⽣じない、新カリキュラムを決定

・EDP(英語学位プログラム)の拡充

→新カリキュラム、ハイブリッド教育の導入により、内容を充実。

EDESSA(English-based Degree Studies September Admission)から EDP(English-based

Degree Program)へ。

・AFLP(Asian Future Leaders Scholarship Program)セミナーの実施・スタディトリップの実施

・エセックス大学(英)サマー・プログラムの実施(SGU実証政治経済学拠点)

・日中韓キャンパスアジアによるサマー・プログラムおよびスプリング・プログラムの実施

・ジョイントアポイント教員による授業・研究会の実施

・TOEFL のスコアによるクラス分けの実施

・「政治経済学部グローバルリーダー派遣留学⽣奨学基⾦」 、「政治経済学部グローバルリーダー外国⼈受⼊留

学⽣奨学資⾦」、｢ハワード・ハギヤ奨学資⾦｣の増資・充実

・コーク大学（アイルランド）とのエラスムス協定の締結（2018 年度）

・2018 年度インターシップ実績

みずほ銀⾏（中国）有限公司

東鯤（北京）⽂化交流有限公司

みずほ銀⾏（ソウル）
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（５）その他

－（１）〜（４）に該当しない、学術院独⾃の戦略・プロジェクト等－

・会議の簡略化のための実験的試みの展開

・学術院⻑オープンルームの実施による教員との意思疎通を密接化
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２．2019 年度計画

（１）入試関連（Waseda Vision 150核⼼戦略１関連）

－2020年度を⾒据えた各学部・研究科における⼊試制度改⾰の実施計画－

トピック例：

①大学入学共通テストの導入に向けた検討状況 ②英語外部試験導入に向けた検討状況

③一般入試に代わる入試の検討状況 ④入試広報の展開状況

・2021年度学部⼊試改⾰

→新入試の実施のための詳細の決定と着実な実施のための準備。さらに新⼊試への理解を深めるための積極的公

報の展開。

→従来実施してきたグローバル入試の帰国生・外国学生入試としての再編成。

→国内指定校推薦制度の再改定。

→国外指定校推薦制度の再改定。

・英語学位プログラム入試の積極的リクルートの展開
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（２）教育関連（Waseda Vision 150核⼼戦略２、３、４関連）

－グローバルリーダー育成にむけた、各学術院・学院・学校における取り組み計画－

トピック例：

①カリキュラムの体系化に向けた改革 ②英語学位プログラムの進捗状況

③持ちコマ数削減に向けた取り組み ④教員採用に関する取り組み（公募制、テニュアトラック制の導入）

① カリキュラムの一層の体系化

2019年度学部カリキュラム改⾰に続き、⼤学院のカリキュラムの改⾰を実施し、学⽣にとってより深い、主体的な

学習・研究が可能となるように務める。

学部・大学院一体でコースナンバー制の徹底による学生・院生の自主的学習を促す。

大学院はこれまで院生実数40名に教員１名の計算であり、多くの院⽣が切磋琢磨する機会が提供されてきた

が、そのことが教員の疲弊につながっている側面もあった。そこで、大学院教育に適正な院生の数を精査し、それに

沿って⼊学定員の⾒直しを実施する。

政治学研究科公共経営専攻のあり⽅を抜本的に⾒直す。

政治学研究科ジャーナリズムコースのあり⽅も抜本的に⾒直す。

② 英語学位プログラムの一層の充実

世界の主要大学と遜色のないプログラムの実現を目指す。政治学、経済学が普遍的学問である以上、アジア、日

本、そして早稲田でそれらを学ぶ意義の模索を続ける。

③ 持ちコマ数の削減

2019年度カリキュラム改⾰で学部・⼤学院を合わせて 5.5 コマ標準を実現したが、科目の適正配置を心がけ、負

担の軽減をはかり、教育・研究の一層の充実を目指す。

④ 教員採用

真正のテニュアトラック制導⼊による国際競争⼒の⾼い若⼿教員の育成に努める。

国際公募・推薦制などをうまく組み合わせ、中期的⼈事計画に沿ってより充実した⼈事を⾏う。
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（３）研究関連（Waseda Vision 150核⼼戦略７、９関連）

－研究の国際展開のための戦略策定に向けた取り組み計画－

トピック例：

①SGU7拠点との連携状況 ②教員の研究時間確保に向けた学術院としての取り組み状況

③研究成果発信（主に海外向け）の取り組み ④附置研究所との連携状況

① SGU７拠点との連携

SGU実証政治経済学拠点、および、グローバルアジア拠点との連携を一層展開する。

特に教員のジョイント・アポイントメンを積極的に活用し、世界の優れた研究者を招聘し、教員との共同研究、およ

び、院生への指導をさらに促進する。

② 教員の研究時間確保

持ちコマ数の削減、会議の効率化により、⼀層の研究時間の確保を図る。

③ 研究成果の発信

研究成果の報告を義務づけること、および、ウェブサイトの充実を計画中。

④ 附置研究所

政治経済研究センターおよびジャーナリズム・メディア研究センターを中心に、政治経済学術院所属の教員・院生が

自由に主体的に研究に従事できる環境を整える。

オランダ・アムステルダム⼤学の研究プロジェクトとの学術交流の開始。
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（４）国際関連（Waseda Vision 150核⼼戦略８関連）

－派遣留学、留学受⼊促進に向けた環境整備への取り組み計画等－

トピック例：

① クォーター制の導入に向けた取り組み ②海外での学習経験をカリキュラムに組み込むことについての検討状況

① クォーター制のさらなる拡大を図る

留学に出かけ・戻ってくる学⽣の便宜を⼀層図るよう、柔軟な対応を⼼がける。

② 海外での学習経験への対応

留学中に取得した単位(科目)を明確に判断できるように、成績証明書にカテゴリー(科目群)を

設定して、留学を奨励することを検討する。
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（５）その他

－（１）〜（４）に該当しない、学術院独⾃の戦略・プロジェクト等－

① 第２期政経グローバルファンドの実施

ファカルティー採⽤のための独⾃資⾦の獲得、国内の地⽅出⾝者を増やすための奨学⾦、海外からの留学⽣に対

する奨学⾦、学部⽣が⼤学院に進学しやすくするための奨学⾦などのために政経140周年記念として募⾦を実施

する。

以 上


